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確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
の

延
長
の
特
例
の
概
要

　
法
人
税
の
確
定
申
告
期
限
は
、
原
則

と
し
て
各
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日

か
ら
２
か
月
以
内
と
さ
れ
て
い
る
た

め
、
法
人
は
こ
の
期
限
ま
で
に
税
務
署

長
に
確
定
申
告
書
を
提
出
し
、
法
人
税

を
国
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

あ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
各
事
業
年
度
終

了
の
日
の
翌
日
か
ら
２
か
月
以
内
に
定

時
株
主
総
会
等
（
以
下
「
定
時
総
会
」

と
い
い
ま
す
）
が
招
集
さ
れ
な
い
常
況

に
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
適
用
さ

れ
る
の
が
、「
確
定
申
告
書
の
提
出
期

限
の
延
長
の
特
例
」
で
す
。

⑴�

　
２
か
月
以
内
に
定
時
総
会
が
招
集

さ
れ
な
い
常
況
に
あ
る
と
提
出
期
限

の
延
長
が
認
め
ら
れ
る
理
由

　
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
の
延
長
の

特
例
は
、
定
款
等
の
定
め
な
ど
に
よ
っ

て
「
各
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日
か

ら
２
か
月
以
内
に
決
算
に
つ
い
て
の
定

時
総
会
が
招
集
さ
れ
な
い
常
況
」
に
あ

る
場
合
に
認
め
ら
れ
る
も
の
で
す
が
、

こ
れ
は
法
人
税
法
に
お
い
て
、
法
人
税

の
確
定
申
告
書
は
「
確
定
し
た
決
算
に

基
づ
き
」
作
成
さ
れ
る
旨
を
定
め
て
い

る
こ
と
に
起
因
し
ま
す
。

　
実
際
に
、
法
人
税
の
所
得
金
額
は
、

税
法
で
定
め
ら
れ
て
い
る
も
の
を
除
い

て
、
確
定
し
た
決
算
に
そ
の
計
算
が
委

ね
ら
れ
て
お
り
、
確
定
し
た
決
算
の
利

益
に
税
法
の
規
定
に
基
づ
く
調
整
を
加

え
て
計
算
さ
れ
ま
す
（
図
表
１
）。
そ

の
結
果
、
定
時
総
会
で
決
算
が
確
定
す

る
ま
で
は
、
法
人
税
の
額
を
計
算
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
そ
こ
で
、
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限

で
あ
る
各
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日

ん
。
し
か
し
、
現
実
に
は
２
か
月
以
内

に
確
定
申
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
場
合
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
一
定

の
場
合
に
は
、
国
税
通
則
法
ま
た
は
法

人
税
法
の
規
定
に
基
づ
い
て
、
提
出
期

限
の
延
長
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
そ
し
て
、
そ
の
う
ち
定
款
、
寄
附
行

為
、
規
則
、
規
約
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準

ず
る
も
の
（
以
下
「
定
款
等
」
と
い
い

ま
す
）
の
定
め
ま
た
は
特
別
の
事
情
が

か
ら
２
か
月
以

内
に
決
算
に
つ

い
て
の
定
時
総

会
が
招
集
さ
れ

な
い
常
況
に
あ

る
場
合
に
は
、

提
出
期
限
の
延

長
が
認
め
ら
れ

る
こ
と
に
な
っ

て
い
ま
す
。

⑵�

　
延
長
さ
れ

る
期
間

　
確
定
申
告
書

の
提
出
期
限
の

延
長
の
特
例
に

よ
っ
て
提
出
期

限
が
延
長
さ
れ

る
期
間
は
、
原

則
と
し
て
１
か

月
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

　
た
だ
し
、
会

計
監
査
人
を
置

い
て
い
る
場
合

で
、
か
つ
、
定

款
等
の
定
め
に
よ
っ
て
各
事
業
年
度
終

了
の
日
の
翌
日
か
ら
３
か
月
以
内
に
定

時
総
会
が
招
集
さ
れ
な
い
常
況
に
あ
る

場
合
な
ど
で
は
、
１
か
月
を
超
え
て
延

長
さ
れ
ま
す
（
図
表
２
）。
ま
た
、
通

算
法
人
（
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
の
適
用

中小企業であっても、法人税申告書の提出期限の延長の
特例を受けることができます。ここでは、法人税の申告
書の提出期限の延長の特例の概要と、延長の特例を受け
るのに必要な手続きを紹介します。

法人税の申告期限を
延長する方法と
手続き

橘　隆行
橘隆行税理士事務所
税理士

図表１　法人税の所得金額計算のイメージ

一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算される

確定した決算

収益 原価、費用
損失 利益 税法の規定に

基づく調整
法人税の
所得金額− ＝ ± ＝
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を
受
け
る
通
算
親
法
人
お
よ
び
通
算
子

法
人
）
に
つ
い
て
は
、
別
途
、
取
扱
い

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

⑶
　
手
続
き

　
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
の
延
長
の

特
例
の
適
用
を
受
け
る
に
は
、
最
初
に

適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
年
度
終

了
の
日
ま
で
（
通
算
法
人
は
、
最
初
に

適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
年
度
終

了
の
日
の
翌
日
か
ら
45
日
以
内
）
に
、

「
定
款
の
定
め
等
に
よ
る
申
告
期
限
の

延
長
の
特
例
の
申
請
書
」
を
所
轄
税
務

署
長
に
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
な
お
、
税
務
署
長
は
申
請
に
対
し
て

書
面
で
延
長
ま
た
は
却
下
の
通
知
を
行

な
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
そ
の

事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日
か
ら
15
日

以
内
（
通
算
法
人
は
２
か
月
以
内
）
に

延
長
ま
た
は
却
下
の
通
知
が
な
か
っ
た

場
合
は
、
１
か
月
（
通
算
法
人
は
２
か

月
）
ま
た
は
申
請
し
た
期
間
の
延
長
が

あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
ま
す
。

定
款
の
定
め
に
よ
り
１
か
月
の
提
出

期
限
の
延
長
を
受
け
ら
れ
る
法
人

　
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
の
延
長
の

特
例
は
、
決
算
に
多
く
の
時
間
と
労
力

を
費
や
す
大
企
業
だ
け
を
対
象
と
し
た

制
度
だ
と
思
わ
れ
が
ち
で
す
が
、
そ
う

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
た
し
か
に
、
以
前
は
、
会
計
監
査
人

の
監
査
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ

と
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
理
由
に
よ
り

決
算
が
確
定
し
な
い
場
合
に
特
例
が
受

け
ら
れ
る
も
の
で
し
た
。
し
か
し
、
平

成
29
年
度
の
税
制
改
正
に
よ
っ
て
、
会

計
監
査
人
の
監
査
を
受
け
る
な
ど
し
て

い
な
く
て
も
、
定
款
等
の
定
め
に
よ
り

各
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日
か
ら
２

か
月
以
内
に
定
時
総
会
が
招
集
さ
れ
な

い
常
況
に
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に

は
、
延
長
の
特
例
が
受
け
ら
れ
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
。

　
こ
れ
に
よ
っ
て
、
中
小
企
業
に
と
っ

て
も
、
利
用
し
や
す
い
制
度
に
な
り
ま

し
た
。

⑴
　
株
式
会
社
の
場
合

　
会
社
法
で
は
、
定
時
株
主
総
会
に
つ

い
て
「
毎
事
業
年
度
の
終
了
後
一
定
の

時
期
に
招
集
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」

と
定
め
て
い
ま
す
が
、
特
に
い
つ
ま
で

に
と
は
定
め
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
。
そ
の

た
め
、
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日
か

ら
２
か
月
を
経
過
し
た
日
以
後
に
招
集

す
る
こ
と
も
可
能
で
す
。

　
た
と
え
ば
定
款
で
、
定
時
株
主
総
会

の
招
集
時
期
を
事
業
年
度
終
了
の
日
の

翌
日
か
ら
２
か
月
を
経
過
し
た
日
以
後

と
定
め
て
い
る
場
合
や
、
事
業
年
度
終

了
の
日
の
翌
日
か
ら
３
か
月
以
内
と
定

め
て
い
る
場
合
に
は
、
各
事
業
年
度
終

了
の
日
の
翌
日
か
ら
２
か
月
以
内
に
定

時
総
会
が
招
集
さ
れ
な
い
常
況
に
あ
る

と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
１
か
月
の
延
長

が
受
け
ら
れ
ま
す
（
図
表
３
）。

　
た
だ
し
、
た
と
え
定
款
で
、
定
時
株

主
総
会
は
事
業
年
度
終
了
後
３
か
月
以

内
に
招
集
す
る
旨
を
定
め
て
い
た
と
し

て
も
、
実
際
に
は
事
業
年
度
終
了
後
２

か
月
以
内
に
招
集
さ
れ
て
い
る
場
合
に

は
、
各
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日
か

ら
２
か
月
以
内
に
定
時
総
会
が
招
集
さ

れ
な
い
常
況
に
あ
る
と
は
い
え
な
い
点

に
注
意
が
必
要
で
す
。

⑵
　
合
同
会
社
の
場
合

　
合
同
会
社
に
つ
い
て
は
、
会
社
法
に

計
算
書
類
の
承
認
に
関
す
る
規
定
は
あ

図表2　１か月を超えて延長される場合（通算法人の取扱いを除く）
理由 延長される期間

①  会計監査人を置いている場合で、かつ、
定款等の定めにより各事業年度終了の
日の翌日から３か月以内に決算につい
ての定時総会が招集されない常況にあ
ると認められる場合（②の場合を除く）

税務署長が指定する月数（４か月を
超えない範囲）

②  特別の事情があることにより各事業年
度終了の日の翌日から３か月以内に決
算についての定時総会が招集されない
常況にあることその他やむを得ない事
情があると認められる場合

税務署長が指定する月数

図表3　定款の例（３月３１日決算の株式会社）
事業年度終了の日の翌日から２か月を経過し
た日以後とする場合の例

（定時株主総会の基準日）
第○�条　当会社は、毎事業年度末日の最終の
株主名簿に記載または記録された議決権
を有する株主をもってその事業年度に関す
る定時株主総会において権利を行使する
ことができる株主とする。

（招集）
第○�条　当会社の定時株主総会は、毎年６月
に招集し、臨時株主総会は、必要がある場
合に随時招集する。

事業年度終了の日の翌日から３か月以内とす
る場合の例

（定時株主総会の基準日）
第○�条　当会社は、毎事業年度末日の最終の
株主名簿に記載または記録された議決権
を有する株主をもってその事業年度に関す
る定時株主総会において権利を行使する
ことができる株主とする。

（招集）
�第○�条　当会社の定時株主総会は、毎事業年

度終了後３か月以内に招集し、臨時株主
総会は、必要がある場合に随時招集する。

企業実務2305_P34-36法人税の申告期限延長_入稿.indd   35 2023/04/06   16:50



36企業実務　2023．　5

図表４�　法人税で延長の特例を受ける場合の他の税目
での延長手続き

（注） 法人税の確定申告書の提出期限にあわせて自動的に延長されます。ただ
し、法人税の確定申告書の提出期限が延長された旨を都道府県知事に
届け出る必要があります

り
ま
せ
ん
が
、
定
款
で
事
業
年
度
終
了

後
３
か
月
以
内
に
決
算
を
確
定
す
る
旨

を
定
め
て
い
る
場
合
に
は
、
１
か
月
の

延
長
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

他
の
税
目
で
の

取
扱
い

　
法
人
税
以
外
の
税
目
に
つ
い
て
も
、

そ
れ
ぞ
れ
延
長
の
取
扱
い
が
設
け
ら
れ

て
い
ま
す
（
図
表
４
）。

⑴
　
消
費
税

　
以
前
は
、
法
人
税
で
確
定
申
告
書
の

提
出
期
限
の
延
長
の
特
例
が
認
め
ら
れ

て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
消
費
税
の

申
告
書
の
提
出
期
限
は
延
長
さ
れ
な
か

っ
た
た
め
、
決
算
確
定
前
で
あ
っ
て
も

消
費
税
に
つ
い
て
は
確
定
申
告
書
を
提

出
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

　
し
か
し
、
企
業
の
事
務
負
担
の
軽
減

や
平
準
化
を
図
る
観
点
か
ら
、
令
和
２

年
度
の
税
制
改
正
で
消
費
税
で
も
延
長

が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

法
人
税
の
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
の

延
長
の
特
例
の
適
用
を
受
け
る
法
人

が
、
納
税
地
を
所
轄
す
る
税
務
署
長
に

「
消
費
税
申
告
期
限
延
長
届
出
書
」
を

提
出
し
た
場
合
、
消
費
税
の
確
定
申
告

書
の
提
出
期
限
は
課
税
期
間
の
末
日
の

翌
日
か
ら
３
か
月
以
内
と
な
り
ま
す
。

⑵
　
法
人
住
民
税

　
法
人
住
民
税
の
確
定
申
告
書
は
、
法

人
税
の
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で

に
提
出
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
た

め
、
法
人
税
の
確
定
申
告
書
の
提
出
期

限
が
延
長
さ
れ
た
場
合
に
は
、
法
人
住

民
税
の
提
出
期
限
も
自
動
的
に
延
長
さ

れ
ま
す
。

　
た
だ
し
、
都
道
府
県
知
事
（
２
以
上

の
都
道
府
県
に
事
務
所
ま
た
は
事
業
所

を
有
す
る
法
人
に
つ
い
て
は
、
主
た
る

事
務
所
ま
た
は
事
業
所
所
在
地
の
都
道

府
県
知
事
）
に
、
法
人
税
の
確
定
申
告

書
の
提
出
期
限
が
延
長
さ
れ
た
旨
を
届

け
出
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑶
　
法
人
事
業
税

　
法
人
税
と
同
様
に
、
一
定
の
事
由
に

よ
り
、
２
か
月
以
内
に
定
時
総
会
が
招

集
さ
れ
な
い
常
況
に
あ
る
と
認
め
ら
れ

る
場
合
に
は
、
都
道
府
県
知
事
の
承
認

を
受
け
て
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
の

延
長
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
た
だ
し
、
法
人
税
の
確
定
申
告
書
の

提
出
期
限
が
延
長
さ
れ
た
場
合
で
あ
っ

て
も
、
法
人
事
業
税
の
期
限
は
自
動
的

に
は
延
長
さ
れ
な
い
た
め
、
法
人
税
の

申
告
期
限
の
延
長
の
特
例
の
申
請
を
行

な
っ
た
場
合
は
、
法
人
事
業
税
に
つ
い

て
も
申
請
を
忘
れ
な
い
よ
う
に
し
な
け

れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。

申
告
期
限
の
延
長
に
伴
う

見
込
納
付
と
は

　
こ
の
よ
う
に
一
定
の
要
件
を
満
た
す

場
合
に
は
、
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限

の
延
長
の
特
例
が
適
用
さ
れ
ま
す
が
、

こ
の
特
例
の
適
用
を
受
け
て
い
る
法
人

は
、
法
人
税
の
額
に
、
事
業
年
度
終
了

の
日
の
翌
日
か
ら
２
か
月
を
経
過
し
た

日
か
ら
延
長
さ
れ
た
提
出
期
限
ま
で
の

日
数
に
応
じ
て
、
年
０
・
９
％
の
割
合

（
令
和
５
年
の
場
合
）
を
乗
じ
て
計
算

し
た
利
子
税
を
あ
わ
せ
て
納
付
し
な
け

れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。

　
利
子
税
の
計
算
で
使
わ
れ
る
割
合

は
、
現
在
の
低
金
利
の
状
況
を
反
映
し

て
低
い
も
の
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
そ

れ
で
も
不
要
な
支
出
は
避
け
た
い
も
の

で
す
。
そ
こ
で
、
確
定
申
告
書
に
つ
い

て
は
延
長
さ
れ
た
提
出
期
限
ま
で
に
提

出
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
税
金
に
つ

い
て
は
見
込
額
の
納
付
を
、
本
来
の
確

定
申
告
書
の
提
出
期
限
で
あ
る
事
業
年

度
終
了
の
日
の
翌
日
か
ら
２
か
月
以
内

に
済
ま
せ
る
こ
と
が
一
般
的
に
行
な
わ

れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
を
「
見
込
納
付
」

と
い
い
ま
す
。

　
た
と
え
ば
、
３
月
31
日
決
算
の
法
人

が
、
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
が
１
か

月
延
長
さ
れ
て
６
月
末
に
な
っ
て
い
る

場
合
で
あ
っ
て
も
、
５
月
末
ま
で
に
見

込
納
付
を
し
て
お
け
ば
利
子
税
は
課
さ

れ
ま
せ
ん
。
見
込
納
付
額
と
確
定
申
告

で
の
税
額
が
異
な
っ
た
場
合
に
は
、
そ

の
差
額
を
追
加
で
納
付
し
、
ま
た
は
還

付
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
な
お
、
追
加
で
納
付
す
る
税
額
に
対

し
て
は
、
利
子
税
が
課
さ
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
見
込
納
付
は
法
人
税
の
み
な

ら
ず
、
消
費
税
や
法
人
住
民
税
、
法
人

事
業
税
で
も
一
般
的
に
行
な
わ
れ
て
い

る
方
法
で
す
。
こ
れ
ら
に
つ
い
て
も
、

法
人
税
と
同
様
に
見
込
納
付
を
行
な
う

こ
と
に
よ
っ
て
、
利
子
税
ま
た
は
延
滞

金
が
課
さ
れ
な
く
な
り
ま
す
。
　
　

た
ち
ば
な

　た
か
ゆ
き
　「
日
々
の
経
理
業
務
が
複
雑
」
と
悩
む
中
小
企
業
の
た
め
に
、「
経
理
業
務
を
も
っ

と
シ
ン
プ
ル
に
、も
っ
と
わ
か
り
や
す
く
」を
モ
ッ
ト
ー
に
、ビ
ジ
ネ
ス
に
専
念
で
き
る
環
境
を
提
案
す
る
。

消費税 法人住民税 法人事業税

延長の手続
納税地を所轄す
る税務署長に延
長を届け出る

不要（注） 都道府県知事に
延長を申請する

承認 不要 不要 都道府県知事の
承認が必要
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